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1. 令和7年9月期の業績（令和6年10月1日～令和7年9月30日）

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

7年9月期 17,630 7.6 3,266 8.1 2,949 6.2 2,044 12.5

6年9月期 16,380 10.9 3,021 3.0 2,776 2.4 1,817 △0.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

7年9月期 202.35 201.65 10.2 6.3 18.5

6年9月期 181.03 179.78 9.7 6.6 18.4

（参考） 持分法投資損益 7年9月期 ―百万円 6年9月期 ―百万円

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

7年9月期 49,440 20,912 42.2 2,056.43

6年9月期 44,456 19,390 43.5 1,920.81

（参考） 自己資本 7年9月期 20,859百万円 6年9月期 19,347百万円

(3) キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

7年9月期 3,018 △4,341 1,449 3,641

6年9月期 2,183 △4,468 2,090 3,514

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産
配当率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

6年9月期 ― 0.00 ― 64.00 64.00 660 35.4 3.4

7年9月期 ― 0.00 ― 67.00 67.00 696 33.1 3.4

8年9月期(予想) ― 0.00 ― 70.00 70.00 34.0

3.　令和8年9月期の業績予想（令和7年10月1日～令和8年9月30日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 9,100 5.4 1,630 4.3 1,450 2.3 990 3.3 97.60

通期 18,600 5.5 3,430 5.0 3,040 3.1 2,090 2.2 206.04



※ 注記事項

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(2) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 7年9月期 10,440,600 株 6年9月期 10,369,600 株

② 期末自己株式数 7年9月期 297,152 株 6年9月期 297,152 株

③ 期中平均株式数 7年9月期 10,104,891 株 6年9月期 10,039,686 株

（注）期末自己株式数には、従業員株式給付信託が保有する自社の株式（令和7年9月期　248,736株、令和6年9月期　248,736株）を含めております。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、決算短信（添付資
料）２ページ「１．経営成績等の概況（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）経営成績に関する分析

　当事業年度（自 令和６年10月１日 至 令和７年９月30日）における我が国の経済は、物価上昇の影響を受けつ

つも経済活動は回復を続けており、設備投資・個人消費・雇用環境は共に改善傾向となっております。

　当社の属する駐車場業界においても、特に大都市での慢性的な駐車場不足や建築に伴う駐車需要、個人消費の持

ち直しを背景に売上は底堅く推移しました。

　このような状況において、当社は引き続き積極的な営業活動を行い、新規駐車場の開設を進めるとともに、既存

駐車場においても料金変更を機動的に行うなど採算性向上に努めました。

　その結果、当事業年度においては、338件11,246車室の新規開設、189件3,445車室の解約等により、149件7,801

車室の純増となり、９月末現在2,598件48,232車室が稼働しております。新規開設件数、新規開設車室数、運営件

数、運営車室数共に、過去最高を更新いたしました。

　上記により、当事業年度の売上高は17,630百万円（前事業年度比7.6％増）、営業利益3,266百万円（前事業年度

比8.1％増）、経常利益2,949百万円（前事業年度比6.2％増）、当期純利益2,044百万円（前事業年度比12.5％増）

を計上いたしました。

　当社の駐車場形態ごとの状況は以下の通りであります。

（賃借駐車場）

　当事業年度においては、307件10,843車室の開設及び、186件3,380車室の解約等により、121件7,463車室の純増

となりました。新規開設車室数は前事業年度比で約1.5倍となり、新規物件の内、施設付帯駐車場（コンビニ付帯

を除く）は24件6,073車室を開設しました。その結果、９月末現在2,265件42,459車室が稼働しております。売上高

は14,091百万円（前事業年度比6.8％増）、売上総利益は2,617百万円（同6.5％増）となりました。

（保有駐車場）

　当事業年度においては、札幌市11件143車室、函館市１件11車室、小樽市１件16車室、旭川市１件15車室、青森

市１件31車室、秋田市２件50車室、仙台市１件14車室、新潟市２件32車室、東京都葛飾区１件４車室、東京都荒川

区１件４車室、国分寺市１件４車室、川崎市１件６車室、熱海市１件４車室、上田市１件６車室、名古屋市２件20

車室、富山市１件４車室、高知市１件28車室、鹿児島市１件６車室を新規開設いたしました。また、既存保有駐車

場の隣地を取得することで、大阪市において５車室増設いたしました。一方で、レイアウト変更に伴い、仙台市に

おいて１車室減設したほか、ポートフォリオの見直し等により、仙台市において１件４車室、青森市で１件55車

室、姫路市で１件５車室の保有駐車場（土地）を売却しました。これらの売却により、固定資産売却益84百万円を

計上しております。以上の結果、28件338車室の純増となり、９月末現在においては333件5,773車室が稼働してお

ります。売上高は2,907百万円（同11.7％増）、売上総利益は2,365百万円（同11.3％増）となりました。

　このほか、当事業年度において、八戸市１件７車室分、東京都新宿区１件５車室分、名古屋市１件６車室分、鹿

児島市２件12車室分の駐車場用地を取得しており、翌事業年度第１四半期以降のオープンを予定しております。

　当事業年度において、保有駐車場への投資額は3,898百万円となりました。保有駐車場の簿価残高は、39,696百

万円となりました。

（その他売上）

　当事業年度においては、不動産賃貸収入、自動販売機関連売上、バイク・バス・駐輪場売上、太陽光発電売上等

により、売上高は631百万円（同7.4％増）となりました。

（次期の見通し）

　我が国経済については、エネルギー価格の高騰に伴う物価高が進んでいるものの、個人消費や雇用環境の回復が

続いており、景況感は改善傾向にあります。当社の属する駐車場業界におきましても、特に大都市において時間貸

駐車場の供給が不足し、需給バランスがタイトな状況となっております。

　このような状況のもと、当社は引き続き積極的な営業活動を行い、既存駐車場においても料金変更を機動的に行

うなど採算性向上に努めてまいります。また、不動産デベロッパーや不動産仲介会社との業務提携を活かし、再開

発案件や商業施設付帯駐車場案件にも取り組むと共に、保有駐車場用地については、人口動態等の指標を考慮しつ

つ、その取得に注力することで、業容及び基盤収益の拡大を目指します。

　令和８年９月期通期業績見通しについては、業容拡大に伴い１割程度の販管費の増加を見込むものの、事業地の

新規開設及び稼働については堅調に推移することを想定しており、売上高18,600百万円（前事業年度比5.5％

増）、営業利益3,430百万円（同5.0％増）、経常利益3,040百万円（同3.1％増）、当期純利益2,090百万円（同

2.2％増）を見込んでおります。
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令和３年９月期 令和４年９月期 令和５年９月期 令和６年９月期 令和７年９月期

自己資本比率(％) 44.7 44.7 45.4 43.5 42.2

時価ベースの自己資本比率

(％)
47.6 48.2 49.7 39.1 40.8

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率(倍)
7.0 9.2 7.1 10.0 8.0

インタレスト・カバレッジ・

レシオ(倍)
11.5 9.3 11.8 8.7 9.3

（注）上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後のさまざまな不確定

要因によって異なる結果となる可能性があります。

（２）財政状態に関する分析

　当事業年度末における総資産は49,440百万円となり、前事業年度末に比べ4,983百万円増加しました。これは主

に有形固定資産における土地の増加（3,655百万円）、リース資産の増加（583百万円）によるものであります。

　当事業年度末における負債の部は28,527百万円となり、前事業年度末に比べ3,461百万円増加しました。これは

主に借入金の増加（2,328百万円）によるものであります。

　当事業年度末における純資産の部は20,912百万円となり、前事業年度末に比べ1,522百万円増加しました。これ

は主に当期純利益に伴い利益剰余金が増加（1,384百万円）したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は、前事業年度末の43.5％から42.2％となりました。

（キャッシュ・フローについて）

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」）は、前事業年度末に比べ127百万円増加し、3,641

百万円となりました。主な要因は以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得られた資金は前事業年度に比べ835百万円増加し、3,018百万円となりました。これは主とし

て、税引前当期純利益2,954百万円、減価償却費631百万円、法人税等の支払額775百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は前事業年度に比べ127百万円減少し、4,341百万円となりました。これは主とし

て、有形固定資産の取得による支出4,567百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により得られた資金は前事業年度に比べ641百万円減少し、1,449百万円となりました。これは主とし

て、長期借入れによる収入5,233百万円、長期借入金の返済による支出2,904百万円、リース債務の返済による支出

334百万円、配当金の支払による支出659百万円によるものであります。

(参考)　キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注）１ 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

２ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。

３ 有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち社債及び借入金を対象としております。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社は「持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のために『資本効率』、『財務健全性』及び『投資環境』に

応じて、再投資とのバランスをとりながら株主の皆様への利益配分を行うこと」を利益配分の基本方針としており

ます。

　この基本方針に基づき、令和７年９月期の配当金は、１株につき67円を予定しております。また、令和８年９月

期の配当金は、１株につき70円を予定しております。

　今後につきましても上記方針に基づいた利益配分を実施してまいります。

（４）継続企業の前提に関する重要事象等

　該当事項はありません。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社は連結財務諸表を作成していないため、日本基準及び国際会計基準による並行開示の負担等を考慮し、会計基準

につきましては日本基準を適用しております。
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（単位：百万円）

前事業年度
（令和６年９月30日）

当事業年度
（令和７年９月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,544 3,671

売掛金 249 291

貯蔵品 10 10

前払費用 696 739

その他 48 23

貸倒引当金 △1 △3

流動資産合計 4,548 4,732

固定資産

有形固定資産

建物 1,250 1,453

減価償却累計額 △556 △581

建物（純額） 694 871

構築物 1,075 1,259

減価償却累計額 △715 △763

構築物（純額） 359 495

機械及び装置 1,268 1,268

減価償却累計額 △731 △806

機械及び装置（純額） 536 462

工具、器具及び備品 655 824

減価償却累計額 △566 △618

工具、器具及び備品（純額） 88 205

土地 36,092 39,747

リース資産 6,493 7,377

減価償却累計額 △5,342 △5,643

リース資産（純額） 1,150 1,733

建設仮勘定 200 305

有形固定資産合計 39,122 43,822

無形固定資産

特許権 3 3

商標権 0 0

ソフトウエア 46 142

その他 0 0

無形固定資産合計 51 147

投資その他の資産

投資有価証券 24 30

出資金 0 0

役員及び従業員に対する長期貸付金 29 20

長期前払費用 43 57

繰延税金資産 232 228

その他 404 400

投資その他の資産合計 733 738

固定資産合計 39,908 44,707

資産合計 44,456 49,440

３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表
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（単位：百万円）

前事業年度
（令和６年９月30日）

当事業年度
（令和７年９月30日）

負債の部

流動負債

買掛金 397 465

１年内返済予定の長期借入金 2,638 2,788

リース債務 267 355

未払金 155 296

未払費用 31 36

未払法人税等 465 606

未払消費税等 80 99

前受金 140 147

預り金 11 12

賞与引当金 43 45

その他 103 121

流動負債合計 4,334 4,976

固定負債

長期借入金 19,248 21,427

リース債務 966 1,508

株式給付引当金 48 56

資産除去債務 339 439

その他 129 119

固定負債合計 20,732 23,551

負債合計 25,066 28,527

純資産の部

株主資本

資本金 1,903 1,962

資本剰余金

資本準備金 1,933 1,992

その他資本剰余金 413 413

資本剰余金合計 2,347 2,405

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 15,473 16,857

利益剰余金合計 15,473 16,857

自己株式 △375 △375

株主資本合計 19,348 20,849

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6 10

繰延ヘッジ損益 △7 △1

評価・換算差額等合計 △1 9

新株予約権 42 53

純資産合計 19,390 20,912

負債純資産合計 44,456 49,440
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（単位：百万円）

 前事業年度
(自　令和５年10月１日

　至　令和６年９月30日)

 当事業年度
(自　令和６年10月１日

　至　令和７年９月30日)

売上高 16,380 17,630

売上原価 11,452 12,280

売上総利益 4,927 5,350

販売費及び一般管理費

貸倒引当金繰入額 1 3

役員報酬 209 213

給料及び手当 550 561

賞与引当金繰入額 43 45

法定福利費 91 93

株式給付引当金繰入額 3 8

減価償却費 40 71

地代家賃 210 258

支払報酬 58 61

支払手数料 207 219

租税公課 190 205

その他 297 340

販売費及び一般管理費合計 1,906 2,083

営業利益 3,021 3,266

営業外収益

受取利息 0 4

受取配当金 0 1

未払配当金除斥益 0 0

保険配当金 0 0

受取保険金 0 －

受取手数料 － 5

受取補償金 2 －

その他 1 1

営業外収益合計 6 13

営業外費用

支払利息 249 326

その他 1 3

営業外費用合計 250 330

経常利益 2,776 2,949

特別利益

固定資産売却益 － 84

投資有価証券売却益 － 8

新株予約権戻入益 － 3

特別利益合計 － 97

特別損失

固定資産除却損 30 67

固定資産売却損 － 0

減損損失 － 22

新紙幣対応費用 141 －

特別損失合計 172 91

税引前当期純利益 2,604 2,954

法人税、住民税及び事業税 795 911

法人税等調整額 △8 △1

法人税等合計 786 910

当期純利益 1,817 2,044

（２）損益計算書
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（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰
余金

当期首残高 1,854 1,884 407 2,291 14,312 14,312 △377 18,080

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行
使）

49 49 49 98

剰余金の配当 △656 △656 △656

当期純利益 1,817 1,817 1,817

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 6 6 1 8

株式給付信託による自己株式
の交付

0 0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

当期変動額合計 49 49 6 55 1,161 1,161 1 1,268

当期末残高 1,903 1,933 413 2,347 15,473 15,473 △375 19,348

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 6 △18 △12 39 18,107

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行
使）

98

剰余金の配当 △656

当期純利益 1,817

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 8

株式給付信託による自己株式
の交付

0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

0 10 10 3 14

当期変動額合計 0 10 10 3 1,282

当期末残高 6 △7 △1 42 19,390

（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　令和５年10月１日　至　令和６年９月30日）
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（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰
余金

当期首残高 1,903 1,933 413 2,347 15,473 15,473 △375 19,348

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行
使）

58 58 58 116

剰余金の配当 △660 △660 △660

当期純利益 2,044 2,044 2,044

自己株式の取得 － －

自己株式の処分 － － － －

株式給付信託による自己株式
の交付

－ －

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

当期変動額合計 58 58 － 58 1,384 1,384 － 1,501

当期末残高 1,962 1,992 413 2,405 16,857 16,857 △375 20,849

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 6 △7 △1 42 19,390

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行
使）

116

剰余金の配当 △660

当期純利益 2,044

自己株式の取得 －

自己株式の処分 －

株式給付信託による自己株式
の交付

－

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

4 6 11 10 21

当期変動額合計 4 6 11 10 1,522

当期末残高 10 △1 9 53 20,912

当事業年度（自　令和６年10月１日　至　令和７年９月30日）

- 9 -

パラカ株式会社(4809) 令和７年９月期決算短信



（単位：百万円）

 前事業年度
(自　令和５年10月１日

　至　令和６年９月30日)

 当事業年度
(自　令和６年10月１日

　至　令和７年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 2,604 2,954

減価償却費 532 631

賞与引当金の増減額（△は減少） △4 2

株式給付引当金の増減額（△は減少） 3 8

受取利息及び受取配当金 △1 △5

支払利息 249 326

固定資産除却損 30 67

固定資産売却損益（△は益） － △83

減損損失 － 22

投資有価証券売却損益（△は益） － △8

売上債権の増減額（△は増加） △51 △41

その他の流動資産の増減額（△は増加） △126 △19

仕入債務の増減額（△は減少） 61 67

その他の流動負債の増減額（△は減少） △42 82

その他 95 104

小計 3,350 4,110

利息及び配当金の受取額 1 5

利息の支払額 △249 △321

法人税等の支払額 △919 △775

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,183 3,018

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,357 △4,567

有形固定資産の売却による収入 － 366

無形固定資産の取得による支出 △6 △126

敷金及び保証金の差入による支出 △65 △3

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 － 8

その他 △38 △19

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,468 △4,341

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,076 943

短期借入金の返済による支出 △1,076 △943

長期借入れによる収入 5,428 5,233

長期借入金の返済による支出 △2,493 △2,904

株式の発行による収入 95 115

自己株式の処分による収入 6 －

リース債務の返済による支出 △290 △334

配当金の支払額 △655 △659

その他 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,090 1,449

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △193 127

現金及び現金同等物の期首残高 3,708 3,514

現金及び現金同等物の期末残高 3,514 3,641

（４）キャッシュ・フロー計算書
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

前事業年度
（令和６年９月30日）

当事業年度
（令和７年９月30日）

現金及び預金 46百万円 46百万円

建物 359百万円 332百万円

土地 33,827百万円 37,255百万円

合計 34,232百万円 37,633百万円

前事業年度
（令和６年９月30日）

当事業年度
（令和７年９月30日）

１年内返済予定の長期借入金 1,636百万円 1,737百万円

長期借入金 16,749百万円 18,409百万円

合計 18,386百万円 20,147百万円

前事業年度
（令和６年９月30日）

当事業年度
（令和７年９月30日）

工具、器具及び備品 4百万円 4百万円

（貸借対照表に関する注記）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

　担保付債務は次のとおりであります。

※２　有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮記帳累計額は、次のとおりであります。
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前事業年度
（自　令和５年10月１日

至　令和６年９月30日）

当事業年度
（自　令和６年10月１日

至　令和７年９月30日）

建物 0百万円 26百万円

構築物 29百万円 33百万円

工具、器具及び備品 0百万円 1百万円

その他 0百万円 5百万円

合計 30百万円 67百万円

前事業年度
（自　令和５年10月１日

至　令和６年９月30日）

当事業年度
（自　令和６年10月１日

至　令和７年９月30日）

土地 －百万円 84百万円

前事業年度
（自　令和５年10月１日

至　令和６年９月30日）

当事業年度
（自　令和６年10月１日

至　令和７年９月30日）

土地 －百万円 0百万円

場所 用途 種類

北海道函館市 事業用資産 土地

東京都港区 事業用資産 ソフトウェア仮勘定

（損益計算書に関する注記）

※１　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

※２　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

※３　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

※４　減損損失

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前事業年度

　該当事項はありません。

当事業年度

当社は、主として個別駐車場を単位としてグルーピングを行っておりますが、一部の資産または資産グ

ループについては、他の資産グループから独立したキャッシュ・フローを生み出す単位として個別にグル

ーピングしております。

上記土地については、収益性低下が著しく投資額の回収が困難と見込まれるため、帳簿価額を不動産鑑

定評価額まで減額し、減損損失（0百万円）として特別損失に計上しております。

上記ソフトウェア仮勘定については、サービス券のオンライン受注システムですが、委託先業者の変更

に伴い投資回収が困難となった額について減損損失（21百万円）として特別損失に計上しております。
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（単位：株）

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

発行済株式

普通株式 10,311,100 58,500 － 10,369,600

自己株式

普通株式 304,178 38 7,064 297,152

内訳
目的とな
る株式の
種類

目的となる株式の数（株）
当事業年
度末残高
(百万円)

当事業年
度期首

増加 減少
当事業年
度末

有償新株予約権

（平成27年８月）
普通株式 320,000 － 50,000 270,000 4

ストック・オプションとしての新株予約

権
－ － － － － 37

合計 320,000 － 50,000 270,000 42

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

令和５年12月20日

定時株主総会
普通株式 656 64

令和５年

９月30日

令和５年

12月21日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

令和６年12月19日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 660 64

令和６年

９月30日

令和６年

12月20日

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　令和５年10月１日　至　令和６年９月30日）

１　発行済株式及び自己株式の種類及び総数に関する事項

（変動事由の概要）

１．発行済株式の増加は新株予約権の権利行使による増加であります。

２．自己株式の増加は単元未満株式の買取による増加、減少は新株予約権の権利行使及び株式給付信託に

よる交付による減少であります。

３．自己株式数に含まれる従業員株式給付信託が保有する自社の株式数は、期首248,900株、期末248,736

株です。

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

（変動事由の概要）

１．有償新株予約権（平成27年８月）の減少は権利行使による減少であります。

３　配当に関する事項

(1）配当金支払額

（注）　配当金の総額には、従業員株式給付信託が保有する自社の株式に対する配当金15百万円が含まれて

おります。

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（注）　配当金の総額には、従業員株式給付信託が保有する自社の株式に対する配当金15百万円が含まれて

おります。
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（単位：株）

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

発行済株式

普通株式 10,369,600 71,000 － 10,440,600

自己株式

普通株式 297,152 － － 297,152

内訳
目的とな
る株式の
種類

目的となる株式の数（株）
当事業年
度末残高
(百万円)

当事業年
度期首

増加 減少
当事業年
度末

有償新株予約権

（平成27年８月）
普通株式 270,000 － 270,000 － －

ストック・オプションとしての新株予約

権
－ － － － － 53

合計 270,000 － 270,000 － 53

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

令和６年12月19日

定時株主総会
普通株式 660 64

令和６年

９月30日

令和６年

12月20日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

令和７年12月18日

開催予定

定時株主総会

普通株式 利益剰余金 696 67
令和７年

９月30日

令和７年

12月19日

当事業年度（自　令和６年10月１日　至　令和７年９月30日）

１　発行済株式及び自己株式の種類及び総数に関する事項

（変動事由の概要）

１．発行済株式の増加は新株予約権の権利行使による増加であります。

２．自己株式数に含まれる従業員株式給付信託が保有する自社の株式数は、期首248,736株、期末248,736

株です。

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

（変動事由の概要）

１．有償新株予約権（平成27年８月）の減少は権利行使による減少7万株、失効による減少20万株であり

ます。

３　配当に関する事項

(1）配当金支払額

（注）　配当金の総額には、従業員株式給付信託が保有する自社の株式に対する配当金15百万円が含まれて

おります。

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（注）　配当金の総額には、従業員株式給付信託が保有する自社の株式に対する配当金16百万円が含まれて

おります。
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前事業年度
（自　令和５年10月１日

至　令和６年９月30日）

当事業年度
（自　令和６年10月１日

至　令和７年９月30日）

現金及び預金勘定 3,544百万円 3,671百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △30百万円 △30百万円

現金及び現金同等物 3,514百万円 3,641百万円

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

２　重要な非資金取引の内容

（前事業年度）

①　当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、702百万円で

あります。

②　当事業年度に新たに計上した資産除去債務の額は、32百万円であります。

（当事業年度）

①　当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、878百万円で

あります。

②　当事業年度に新たに計上した資産除去債務の額は、119百万円であります。

（単位：百万円）

前事業年度
（自　令和５年10月１日

至　令和６年９月30日）

当事業年度
（自　令和６年10月１日

至　令和７年９月30日）

貸借対照表計上額

期首残高 32,150 36,171

期中増減額 4,020 3,570

期末残高 36,171 39,741

期末時価 38,366 44,744

（賃貸等不動産関係）

　当社では、東京都その他の地域において、時間貸駐車場を有しております。

　令和６年９月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は2,124百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸

費用は売上原価に計上）であります。

　令和７年９月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は2,365百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸

費用は売上原価に計上）、固定資産売却益は84百万円（特別利益に計上）、固定資産売却損は０百万円（特別損

失に計上）、減損損失は０百万円（特別損失に計上）であります。

　賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び期中増減額並びに決算日における時価及び当該時価の算定方法は以下の

とおりであります。

（注）１　貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２　期中増減額のうち、前事業年度の主な増加は、不動産取得（4,065百万円）であります。

当事業年度の主な増加は、不動産取得（3,898百万円）であり、主な減少は不動産売却（282百万円）であ

ります。

３　時価の算定方法

主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、その他の重要性の乏し

いものについては、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づく金額を採用

しております。
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（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

　当社の事業内容は、駐車場の開拓及び運営管理に関連する事業であり、区分すべき事業セグメントが存在し

ないため、記載を省略しております。

【関連情報】

前事業年度（自　令和５年10月１日　至　令和６年９月30日）

１　製品及びサービスごとの情報

　駐車場の開拓及び運営管理に関連する事業の売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略しております。

２　地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３　主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略

しております。

当事業年度（自　令和６年10月１日　至　令和７年９月30日）

１　製品及びサービスごとの情報

　駐車場の開拓及び運営管理に関連する事業の売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略しております。

２　地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３　主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略

しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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前事業年度
（自　令和５年10月１日

至　令和６年９月30日）

当事業年度
（自　令和６年10月１日

至　令和７年９月30日）

１株当たり純資産額 1,920円81銭 2,056円43銭

１株当たり当期純利益 181円03銭 202円35銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 179円78銭 201円65銭

項目
前事業年度

（自　令和５年10月１日
至　令和６年９月30日）

当事業年度
（自　令和６年10月１日

至　令和７年９月30日）

１株当たり当期純利益

当期純利益（百万円） 1,817 2,044

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,817 2,044

普通株式の期中平均株式数（株）※ 10,039,686 10,104,891

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 69,512 34,907

（うち新株予約権（株）） (69,512) (34,907)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

令和５年９月期ストック・オ

プション40,900株

令和６年９月期ストック・オ

プション50,000株

令和５年９月期ストック・オ

プション39,500株

令和６年９月期ストック・オ

プション48,600株

令和７年９月期ストック・オ

プション49,100株

項目
前事業年度

（令和６年９月30日）
当事業年度

（令和７年９月30日）

純資産の部の合計額（百万円） 19,390 20,912

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 42 53

（うち新株予約権（百万円）） (42) (53)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 19,347 20,859

普通株式の期末株式数（株） 10,369,600 10,440,600

自己株式の期末株式数（株）※ 297,152 297,152

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数

（株）
10,072,448 10,143,448

（１株当たり情報）

（注）１　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

※期中平均株式数の算定に当たって控除する自己株式数には、従業員株式給付信託における自己株式を含めておりま

す。当該株式数は前事業年度248,817株、当事業年度248,736株です。

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

※自己株式数には、従業員株式給付信託における自己株式を含めております。当該株式数は前事業年度248,736株、

当事業年度248,736株です。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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